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人 の 移 動 と 産 業 立 地
――地域経済と雇用の視点から――

慶應義塾大学総合政策学部教授　　香　川　敏　幸
†

同政策メディア研究科修士課程　　伊　藤　裕　一
††

要　　旨　
　本研究ノートは、欧州における雇用の地域格差を中心的な問題意識とし、関連研究領域を展望するも
のである。
　欧州単一市場の形成ならびに統合の深化は、貿易や資本移動の促進を通じて産業構造の変化、産業集
積をもたらすという、立地論や空間経済学からの問題提起がある。一方で雇用のミスマッチを構造的要
因とした地域格差が大きい欧州では、このような産業構造の変化に対しては、労働移動による調整メカ
ニズムが必要である。
　人の自由移動をひとつの柱にした欧州の統合を進めていく上で、統合自体が人の移動を抑制すること
があるといえる。また地域労働市場を考えても、人の移動が産業集積力になるのか、分散力になるのか、
そのとき雇用のミスマッチはどのようになるのか、双方の視点から相反した認識を示している。
　人の属性とそれぞれの「移動」という点に着目することで、このような疑問点を明示し、今後の研究
の示唆にすることが本研究ノートの意義である。
キーワード：人の移動　産業集積　地域格差

Ⅰ　はじめに

１．問題意識と研究意義
　1957年のローマ条約以来1）、1999年の単一通貨
ユーロの導入を経て、欧州単一市場の形成は、欧
州統合の中心を占めている2）。これは、欧州の競

争力を高めるという目的のための手段でもあり、
欧州統合の最終的なゴールでもあるといえる。そ
のため加盟各国は、単一通貨導入のための収斂基
準3）を満たすために、選択肢を限定した政策運営
を行うに至ったのである4）。
　そのような欧州の地域的な統合の流れの中で、
本研究は特に雇用の地域格差に問題意識を持って
いる。欧州は70年代、80年代を通じて、あるいは
国によっては90年代前半まで、失業率が高水準に
ある地域であった。それだけではなく、一人当り
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1）当時の共通政策は、農業、運輸、対外貿易の分野で
あった。

2）欧州統合はさらに、共通外交安全保障政策、司法・
内務協力といった点からも進められる。これらは経済
統合に対して、一般的に政治統合と呼ばれる。包括的

に扱った文献としては田中・藤原（1995）やモンティ
（1998）を参照。
3）Convergence Criteriaについての詳述は例えば、
Soltwedel らの研究（1999）を参照。

4）香川（1999）を参照。特に参考文献は詳細で有益。
著者ホームページ（www.sfc.keio.ac.jp/~kgw）にも掲
載されている。
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の所得、ならびに失業率の地域ごとのばらつきも
大きな地域であった5）。これら地域格差の大きな
地域での単一通貨の導入に関しては、最適通貨圏
を形成しているのかどうか、という点から議論が
続いている6）。
　この国際経済学上の議論に対して、「経済地理学
的アプローチ」から問題提起をしたものとして、
ポール・クルーグマンによる研究7）は大きな意味
を持っている。欧州の産業構造が、アメリカに比
べて特化していないことを示し、単一通貨の導入、
貿易の進展といった経済統合が大規模な産業構造
の変化につながる可能性を示唆した。
　本研究ノートは、このような示唆を継続しつつ、
一方で産業集積は失業率の地域格差をさらに広げ
るのではないか、という問題意識に基づいている。
したがって欧州統合の深化、ならびに欧州単一市
場の形成に関して、地域経済と雇用に関する興味
を中心研究領域とした上で、人の移動と産業立地
といった関連領域の設定、先端的研究成果の展望
を本稿の目的とする。
　本研究の意義としては、産業集積の議論を、労
働市場の地域格差という観点から考察し、結果と
して欧州単一市場の形成に関して示唆を得ること
ができるであろうという点を指摘できる。単一市
場の議論は、個別政策の共通化に議論が集中しが
ちである。しかし予想される産業構造の変化と、
労働市場の地域格差の問題は、密接に関係してお
り、両者を組み合わせて考えることが必要である。
最終的には欧州単一市場という経済空間をどのよ
うに統治していくのかという、欧州統合の深化に
不可欠な政治経済学的な議論につなげていくこと

が、本研究の将来的な姿である。

２．研究の構成
　上記のような問題意識を受け、本研究ノートの
構成は以下のようになっている。まずⅡ章で、産
業集積に関しての理論、ならびに、欧州における
産業集積の可能性についての研究を概観する。複
雑系経済学から収穫逓増、産業集積の議論は、理
論面では大枠で形成され、現在は実証面での研究
が文字通り世界中の地域を対象に行われている8）。
　一方で欧州の地域格差について、構造的な問題
として扱った理論研究、ならびに実証をⅢ章でま
とめる。構造的要因によるミスマッチとその結果
としての長期失業に注目する。
　Ⅳ章ではそのような地域的ミスマッチに対応す
る政策として、特に地理的労働移動の促進に関す
る政策をまとめる。各国の出入国や海外での労働
に関する法整備やシェンゲン協定といったことが、
これまでは人の移動に直結する政策としてあげら
れてきた。ここではさらに、どのような政策が、
人の移動に関連しているのか、という点にも言及
する。住宅市場と労働移動の関連や、家族の教育、
社会保障の問題、文化・言語面での政策などにも
言及する。
　Ⅴ章では、今後の研究の方向性、ならびに実証
分析に必要な手法等に触れる。失業の地域格差、
という問題意識からすると、空間経済学から導き
出される産業集積と労働移動に関する議論との間
に逆説的な問題点をみることができる。これを明
らかにすることまでで本研究ノートの結論に代え
たい。

Ⅱ　産業立地

１．産業構造の変容　理論的進展
　欧州の統合の進展は同地域の産業構造にどのよ
うな影響をもたらすのであろうか。域内貿易の自
由化、単一通貨の導入の影響はどうであろうか。
このような疑問は、経済的なグローバル化の進展
にともなう、資本移動の自由、市場のボーダーレ

5）同様の問題意識を持った研究としては Abraham
（1996）を参照。また新古典派モデルによる地域経済
の成長と収斂に関するものとしては、European Com-
mission, “Regional Growth and Convergence, Aggre-
gate and Regional Impact, The Single Market Review,
Subseries VI: Volume 1, 1997 がある。その他の研究
も含めⅢ章で詳述する。

6）最適通貨圏の理論に関してはMundell（1961）、や
マンデル（2000）を参照。それをユーロ導入地域にあ
てはめた批判的議論としては、例えば日本銀行国際局
（1997）P. 35 を参照。
7）クルーグマン（1994）PP. 88–116 を想定している。
詳細はⅡ章を参照。

8）産業集積に関する先端的な研究所として、京都大学
複雑系経済システム研究拠点（http://www.kier.
kyoto-u.ac.jp/cces/）を挙げておく。
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ス化にともない、世界中でなされている問いかけ
でもある。現実的な問題として、ユーロを選択的
に導入しなかったイギリスから、通貨安からくる
生産コストの比較的優位にあるユーロ圏へ9）生産
拠点を移動する企業が相次いでいる。日本の自動
車メーカー、日産が生産拠点の移動の案を出した
際には、ブレア首相とゴーン社長との会談が行わ
れ、補助金が支出されることになった10）。では、
単一通貨圏の中での産業の移動はどのようなプロ
セスで起こるのだろうか。その問題について古典
的な国際貿易論を、複雑系という新しく、学際的
なアプローチから解明しようと試みているのが、
ポール・クルーグマンを中心とした研究である。
　クルーグマン（1994）では、地域統合による要
素移動、移動コストとしての輸送費が、欧州の産
業特化に何らかの影響をもたらすであろう、とい
う問題提起を行った11）。これはアメリカ合衆国内
の州が、産業特化しているという観察から始まっ
ている12）。北東部および中西部の東側に製造業の
ほとんどが集中し、また近年ではシリコンバレー
といったハイテク産業の集まる地域が形成されて
いる13）。これらの産業は決して移動不可能な自然
資源に立脚したわけでない。このような事例の発
見を、収穫逓増、輸送費、需要が相互に作用しあ
う地理的集中モデルを提示し、マーシャルによる
工業地帯形成の３つの条件14）に基づいて分析し
た15）。
　このようなアメリカの州単位の産業特化指数に
比べ、欧州の各国別データからは、産業特化はま
だ起こっていない。これは貿易障壁によるもので

あるため、欧州統合の進展は今後の産業特化に影
響を与えるであろう。これがクルーグマンの問題
提起である。
　彼の研究は、さらに理論的に進展をみせる。こ
のような産業特化が起こるプロセスそのものにつ
いて、自己組織化のプロセスとして複雑系アプ
ローチを用いた研究がそれである16）。従来からの
地域経済学、ならびに都市経済学のモデル17）への
批判・修正は以下の文によって端的に表されてい
る。「『何であるか』は説明できても、『なぜそうな
るのか』は説明できない」18）。
　この都市経済学、地域経済学に対する批判を発
展させ、新しいモデルの提示を行ったものとして、
次の研究成果を上げることができる。すなわち99
年に原著、翌2000年に翻訳の出版された The Spa-
tial Economy（邦題「空間経済学」）である19）。こ
こで、これまでの都市経済学、地域経済学の問題
点をまとめつつ、地域、都市、国際的なそれぞれ
の局面20）での集積過程をモデル化し、最終的に継
ぎ目のない世界（Seamless World）という世界観
を示すに至る21）。

２．産業集積に関する実証研究
　では、本研究の主題である欧州の地域格差との
関連で、産業集積はどのようになっているのだろ
うか。クルーグマン（1994）では表１のように、
欧州の産業特化は進展していないとしている。
　表１は産業雇用データから得られる地域的な分
布の比較であるが、米国の産業立地集中化がずっ

9）ユーロ導入前後ではユーロエリアと呼ばれたが、フ
ランス語圏への配慮から最近ではユーロランドと呼ば
れている。ここでは、そのような議論を避けるため
ユーロ圏とする。

10）これに関しては議論があったが、2001年１月16日
に、欧州委員会はその補助金4000万ポンドを認める決
定をした（16日付英フィナンシャルタイムズ紙）。

11）クルーグマン（1994） 第３講
12）クルーグマン Ibid, 第１講
13）より具体的な事例に関してはクルーグマン Ibid, P.

67 を参照。
14）特殊技能労働者の集中した市場（labour market

pooling）、中間投入財の価格（特に輸送費）、技術・
情報の波及といった効果をあげている。

15）クルーグマン Ibid, 第２講

16）クルーグマン（1997）このような研究の進展の背景
としてコンピューターシュミレーションの効果は大き
い。

17）フォン・チューネンモデル、クリスタラー・レッ
シュの中心地理論が特に挙げられている。それぞれの
モデルを説明する教科書的な文献としては大友
（1997）第７章やディッケン・ロイド（1997）第１部
を参照。

18）クルーグマン Ibid, P. 28
19）Masahisa Fujita, Paul Krugman and Anthony J.

Venables （1999）、あるいは藤田・クルーグマン・ベ
ナブルズ（2000）

20）主に地域面（第Ⅱ編）がクルーグマン氏、都市（第
Ⅲ編）が藤田氏、国際面（第Ⅳ編）がベナブルズ氏と
いう著者の分担がある。

21）藤田・クルーグマン・ベナブルズ Ibid, 第17章参照。
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と進んでいることがみてとれる。米国では自動車
は中西部の産業であるのに対し、欧州では複数の
国に均等に立地している。
　しかし、表１ではいくつかの点で本研究の問題
意識について対応できない。まず、これは非常に
単純な数値をあげているにすぎず、本来彼らが作
り上げているモデルの実証となるものではない22）。
藤田・クルーグマン・ベナブルズ（2000）では、
今後の課題として、実証研究をあげている。さら
に大きな問題点としては、国家単位の分析にしか
なっていない点である。国境の相対化、地域経済
の独自性から着目されている研究であるにも拘わ
らず、産業特化の分析が国家単位のマクロ的なま
まであることは、この研究の意義そのものに関わ
る問題である。しかしこのような研究を進めるに
は統計上の問題点がある。欧州規模での産業集積
を分析するに当り、必要になるデータとして、欧
州統計局（Eurostat）は３分類23）のデータしか集
計しておらず、有効な分析は欧州規模では不可能
である24）。したがって、このような産業構造の変
容は、あくまで理論的問題提起として、特に地域
経済と雇用を扱う研究者に引き継がれているとい
える。

Ⅲ　労働市場の地域格差

１．地域格差と構造的ミスマッチ
　欧州における地域格差の大きさは、以下の表２
からも裏付けられる。
　この表から、特にイタリアやドイツ、スペイン
では失業率の格差が高いことが分かる。またこの
ような格差は固定的であり、構造的な問題となっ
ていることが分かっている25）。そのような違いは、
年齢、職種、地域、場合によっては人種、性別に
よっても見られる。労働市場は供給超過（失業）
と需要超過（欠員）が同時に存在する不均衡なも
のであるとの認識に基づいて考えると26）、雇用は
労働需要と労働供給がマッチすることで生み出さ
れていく。したがってグループ間のこのような差
異は、そのマッチングがうまく行っていない状況、
つまりミスマッチとしてとらえることができる27）。
　このようなミスマッチのうち、本研究の問題意
識である地域格差に注目し、ミスマッチが構造的
な問題になっていることを示す指標として、ここ
では失業期間の長期化28）に着目する。Cremer,
Marchand and Pestieau（1996）らは、失業手当
の給付期間と雇用のマッチングに関するモデルを
作った。また Coles and Masters（2000）は、そ
のような長期失業が、Learning by doing による技
術革新へのキャッチアップをできなくし、それが
負のフィードバックとなってさらに失業が長期化
してしまう、というモデルを作った29）。そのよう
な失業期間に比例して再雇用可能性（Reem-
ployment probability）が低下する危機 （propor-
tional hazard）も実証分析を経てモデル化されて
いる30）。

表１　自動車産業の分布（単位：％）

米　国 中西部 66.3

南　部 25.4

西　部 5.1

北東部 3.2

欧　州 ドイツ 38.5

フランス 31.1

イタリア 17.6

英　国 12.9

クルーグマン（1994）P. 95 より作成

22）このことはクルーグマンも認めつつ、興味深い結果
が得られるものとしてこれらの数値を用いている。ク
ルーグマン（1994）P. 93

23）農林水産業、工業、サービス業である。
24）もちろん各国別のデータは可能だが、欧州規模で地
域ごとの、という本研究の問題意識と逸れてしまうと
いう問題点が残る。

25）Jackman, Layard and Savouri（1991） P. 44　グルー
プごとにミスマッチ係数を求め集計したり、UV 率を
元にしたミスマッチ係数を求めたりと、研究のフレー
ムワークとなる研究である。

26）均衡状態、不均衡状態それぞれの労働市場の分析に
ついては中馬（1995）第４章参照。

27）日本における雇用需給のミスマッチについては、例
えば労働省（2000）P. 141 を参照。

28）１年以上失業していることをさす。
29）これを Unlearning by not doing と名づけている。
30）Addison and Portugal（1998）
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 　次頁の表３は、欧州における地域別失業率と、
そのうち長期失業がしめる割合を示したものであ
る。
　この表３より、以下のようなことが見て取れる。
これらは今後の研究テーマになるものである31）。

　・長期失業の割合の高い地域では、失業率との
相関が強い。失業率の高さが、構造的な要因
からきていることを示している。

　・イタリア、ベルギーでは地域格差が大きく、
長期失業率の割合も高い。

　・スペインは失業率の高い地域であるが、長期
失業の問題と地域格差の問題は必ずしも関係
が密ではない。

　・ドイツでは失業率と長期失業の占める割合と
が負の相関を示している32）。

　・北欧諸国は一般的に手厚い社会保障が言われ
ているが、長期失業率は低い。長期失業に関

表２　地域失業率の格差 OECD 諸国の比較（97年）

国名1 平均値 標準偏差2 最小値 最高値
最高値／
最小値　

オーストラリア 7.0 0.8 3.1 8.6 2.77

オーストリア 4.5 0.5 11.6 3.8 0.33

ベルギー 8.9 3.1 6.4 13.4 2.09

カナダ 9.2 2.3 6.0 18.8 3.13

フランス 12.0 2.3 9.6 16.9 1.76

ドイツ 9.9 4.3 5.9 20.4 3.46

ギリシャ 9.6 2.0 4.7 11.6 2.47

イタリア 12.3 7.4 5.4 25.6 4.74

日本 4.1 0.7 2.9 4.9 1.69

メキシコ 2.3 1.0 0.7 4.0 5.71

オランダ 5.1 0.5 4.6 6.5 1.41

ポルトガル 6.7 0.3 5.5 6.8 1.24

スペイン 21.1 4.7 16.0 30.0 1.88

イギリス 7.1 1.5 5.1 9.6 1.88

アメリカ 5.5 1.1 3.0 8.6 2.87

EU 10.7 5.7 2.5 30.0 12.00

OECD 7.1 4.6 0.7 30.0 42.86

OECD（2000） P. 39 より作成

1 アルファベット順。水準１の地域単位がひとつしか
ない国は除外した。水準１は日本では北海道、東北、
南関東、北関東・甲信、北陸、東海、近畿、中国、四
国、九州の10分類である。これは総務庁統計局の分類
に基づいている。水準２は 47都道府県である。
Eurostat では NUTS（Nomenclature of Territorial
Unit for Statistics）による分類でNUTS1（78）と
NUTS2（211）、NUTS3（1039）がある。（　）内は EU
内の地域数。

2 労働力人口で加重したもの。
31）ミスマッチに関する問題意識から、各国別に対象を
絞った研究としては、Fiorella, Padoa and Schioppa
（1991）に各国別の論文を掲載してある。また地域経

済を対象としたものでは、Armstrong and Vickerman
（1995）が成長や所得といった観点を含めてまとめて
いる。

32）Eurostat（2000）P. 109, 110 の地図を参照すると、
旧東ドイツで失業率が高く、旧西ドイツで長期失業率
が高いという現象が見て取れる。
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係する要素としての失業手当給付期間の効果
について考察する必要がある。

　構造的なミスマッチを端的に表すことができる
分析に、UV 分析、つまり失業（Unemployment）
と欠員（Vacancy）との分析もある。これは先述
のように労働市場が不均衡で、失業と欠員が同時
に存在する、という認識、ならびに現実的観察に
立脚しいている33）。Jackman, Layard and Savouri
（1991）では、UV 率を用いたミスマッチの係数を
求める手法を展開している34）。この U と V とに
時系列のデータをあてはめ、地域ごとの曲線を描
いたものが UV 曲線（ビバレッジカーブ35））であ
る。Solow（1998）や Blanchard and Diamond

（1989）では、この曲線の動きがどのような構造
的要因の変化を示しているか、という読み解き方
を示した。これらの研究を受け OECD 諸国を対象
とした小崎（1995）やイギリスを対象とした拙稿
（2000）が地域、国際比較を行っている。しかし、
欠員に関しては比較可能なほど正確にデータが収
集されているわけではなく、実証研究での実用性
には欠ける面もある36）。
　それぞれの雇用のミスマッチには、その需給を
調整するメカニズムが機能する必要がある。その
調整メカニズムについては多様なものが考えられ

表３　失業率と長期失業率の関係

失業率 長期失業率 V（U）3 V（LTU）4  U と  LTU の
（％）（U）（％）（LTU） 相関係数

全体 9.4 49.1 5.39 13.74 0.38

イタリア 11.7 60.8 7.40 16.50 0.70

ベルギー 8.8 59.3 4.00 7.59 0.95

アイルランド 5.9 56

ギリシャ 11.7 55.3 2.77 10.58 0.74

ドイツ 8.9 50.6 4.66 7.60 –0.43

スペイン 16.1 45 5.59 6.55 –0.09

オランダ 3.3 41.5 1.08 5.26 0.35

フランス 11.4 41.3 4.56 5.15 0.76

ポルトガル 4.7 39.9 1.34 2.99 0.24

オーストリア 4 37.1 0.86 20.96 0.57

ルクセンブルク 2.4 32.2 　 　 　

イギリス 6.1 30.3 2.38 6.22 0.46

スウェーデン 7.6 29.1 1.76 3.61 0.15

フィンランド 11.5 23.6 4.51 4.03 0.21

デンマーク 5.6 18.6

Eurostat（2000）より作成

3 失業率の地域ごとの分散。空白は地域の分割されて
いない、あるいはデータがない国。

4 長期失業率の地域ごとの分散。
33）中馬 Ibid. P. 184
34）Jackman, Layard and Savouri Ibid. PP. 87–93
35）失業問題を労働への需給の不適合としてとらえた

W. H. Beveridge の名前から。当時の Beveridge の研
究ならびに政策課題などについては、美馬（1993）が
示唆に富んでいる。

36）Solow（1998）は新聞紙上の求人広告の利用の問題を
指摘している。また Eurostat では欠員を収集してはい
ないため、各国統計局に個別に問い合わせる必要があ
る。その結果 EU 加盟国でデータ入手可能であったの
はオーストリア、フィンランド、ルクセンブルク、デ
ンマーク、オランダ、イギリスの６カ国のみであった。
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るが、代表的なものとして、賃金や労働時間の柔
軟性、労働参加率、欠員や新規雇用の調整、そし
て労働移動の促進などである。
　地域に特化した労働需給の変化、それに対する
調整メカニズムについて言及した研究としては、
Blanchard and Katz（1992）がまずあげられる。
その発表後、多くの研究に引用されることになる
この研究は、まず米国各州の成長の違いを、雇用
成長率で測れるとし、40年にわたるデータをもと
に分析した。そして雇用創出や州を越えての移動
（labour migration）、さらには賃金調整ではなく、
労働移動（movements of labour）による調整がな
されていると結論付けた37）。本研究では既に、欧
州の通貨統合を視野に入れ、単一通貨圏では労働
移動が必要になるであろう、という議論を
Mundell（1961）をもとに展開している。
　これに対して、労働参加率による調整メカニズ
ムに着目した Decressin and Fatas（1995）では、
雇用成長が全体と地域でほぼ同様の動きを見せる
米国に対して、欧州では地域ごとに異なるとした。
このような差異は、調整メカニズムでも見られる。
すなわち米国では労働移動が起こるのに対して、
欧州では労働参加率の変化によって、地域に特化
した労働需要のショックを吸収しているとした。
　賃金による調整メカニズムを示したものとして
は、Abraham（1996）が挙げられる。本研究ノー
トと同様の、EU での産業特化が地域経済に与え
る影響という問題意識から出発し、地域ごとでの
賃金の伸縮性を示した。実証モデルでは旧西ドイ
ツ、スペイン、イタリア、目的１地域38）、高失業
地域という区分で理論モデルをあてはめている。
地域ごとの賃金伸縮性がそれほどではない、とい
う結果がでたため、地域経済構造の変化が特に
EU 域内後進地域の失業増加につながるのではな
いか、と結論付けている39）。
　このように地域労働市場の持つ調整メカニズム
にはいくつかの要素がある。労働供給や労働需要、

あるいは調整期間を短期、長期どの程度におくか、
といった点で分類が可能であり、それぞれに複数
の政策が関連している40）。

Ⅳ　労働移動

　Ⅲ章で述べたように、労働市場の調整メカニズ
ムはいくつも挙げられる中で、本研究ノートでは、
地理的な労働移動に着目する。
　欧州において、国境を越えた人の移動の自由化
は、統合の初期段階から政策目標に挙げられてい
た。ローマ条約は共同市場の設立という目標のも
と、物、人、サービス、資本の自由移動を掲げ、そ
の妨げになる障害を排除する試みを行ってきた。
欧州が一つの地域として成立していくためには、
欧州において移動が確保されることが、経済的に
も社会的にも必要であったからである41）。しかし、
人の移動に関して、この EU の政策達成の度合い
は低いままであった。
　ローマ条約では、移動・滞在・居住の権利を保
障し、国籍による差別を禁止し、社会保障上の不
利益を無くすことによって人の移動を自由化しよ
うとしていた。この際での人の移動は、実際に申
し出を受けた雇用に応じての労働者の移動、とい
う限定が大きいものであった。60年代を通じての
移動は圧倒的にイタリア人労働者が多かったこと、
そしてその移動の大部分は西ドイツへの移動で
あったこと、さらに域外からの労働者の流入が増
加したこと、という３点の特徴がある。西ドイツ、
フランスが外国人労働者を受け入れた理由は、自
国労働者が就きたがらない職業での労働不足を埋
めることであった。そのため、外国人労働者はド
イツ、フランスでは特定の部門での特定の職種に
集中することになった。この当時の労働移動は労
働需給を短期的にバランスさせるためのものとし

37）Blanchard and Katz（1992）P. 54
38）EU による地域政策の対象地域。Objective 1 地域
は、購買力平価（PPP）で GDP が EU 平均の75％の
地域である。

39）課題として時系列での分析をすることで、長期的な
調整についての実証をする、という点を挙げている。
Abraham（2000）P. 72

40）包括的にこれらを整理した分かりやすい図は、
Soltwedel, Dohse and Krieger-Boden（1999）のP. 50,
Figure. 2 を参照。この研究では特に EMU がどのよ
うに各国の労働市場に影響するか、という視点から、
政治経済的に広く分析している。

41）「地域」内では要素移動が自由であるとしたマンデ
ル Ibid P. 211 や、完全移動する範囲を経済空間とし
て、４つの地域分類を行った Mennes, Tinbergen and
Waardenburg（1969）などを参照。
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ての意義しか与えられなかった。また、イタリア
の積極的な要求など、単一市場形成という観点か
らの自由移動という政策目標とは必ずしも一致し
ていなかった。
　69年ハーグ首脳会議によって決まった完成・拡
大・深化42）という方針に従って、71年の『共同体
社会政策計画のための予備指針』が、欧州委員会
によって発表される。共同体の経済成長のしわ寄
せが特定の地域・グループに集中しないように、
社会政策の必要性を喚起しようとしたものである。
そこでの最優先行動が共同労働市場の形成である。
労働市場の透明性に関わるものとして、EU レベ
ルでの統計データを比較可能にする、職業紹介所
を結ぶネットワーク形成、職業訓練制度、職業資
格の相互認定、移動促進のための組織を設置する
こと、などが挙げられている。また移民労働者に
対しても差別の禁止やより良い居住・労働環境へ
の適応を確保することが必要とされた。地域的失
業の結果、職探しのために労働者が移動を強制さ
れている状況は、労働移動が自由であるとはいえ
ない、という認識が、1973年の『社会行動計画の
指針』で示された。これは域外移民の増加と加盟
諸国内での批判の増加、さらには石油危機による
経済状態の変化を背景にしている。そこで労働者
が出身国にとどまれるように、社会的基盤整備、

雇用条件の改善をはかっていきつつ、移動の際の
障壁をなくしていく、という２方面からのアプ
ローチが生れた。
　70年代の欧州では、一方で次の時代につながる
ような政策の萌芽がみられる時代でもあった。社
会統合のための政策として、欧州統一パスポート
の導入の検討、教育制度の相互協力43）、社会政策
の適用の拡大44）などが生れた。これらの政策課題
は80年代を通じて取り組まれていく。84年のアド
ニノ報告では「人民のヨーロッパ（People’s
Europe）」という理念を提起する。また85年には
『域内市場白書』が欧州委員会によって発表され
る。87年には『欧州単一議定書』によるローマ条
約の一部改正がなされる。これらの欧州統合の進
展によって、単一市場の中身が具体的に定義され、
計18項目45）の「労働者及び職業のための自由移
動」に対する障害の除去のための政策が出される
に至る。これまでは個別分野でばらばらに進めら
れた諸政策が、ひとつにまとまって取り組まれる
ようになったことも80年代を通じての進展であ
る。
　89年には『EC 社会憲章』によって、労働者の
自由移動は、社会保障や男女平等といったことと
並んで、労働者の権利として規定された。92年
マーストリヒト条約では、「欧州市民権」の保障が

42）共通農業政策の拡充に伴う欧州単一市場の「完成」、
イギリス、アイルランド、デンマークの「加盟」、そ
して経済・通貨同盟といった経済統合の「深化」であ
る。

5 シェンゲン協定については EU 域内でも批准状況に
ばらつきがあり、成果も大きいが課題も残っている。
詳細にまとめたものとしては、Sawada（1992）や
Boer（2000）などを参照。

43）具体的には移民労働者とその子弟のための教育・職
業訓練、各国教育制度の相互理解、基礎的な情報・統
計の収集、高等教育での協力、外国語教育の改善、共
同体全体での教育へのアクセスの改善、の６点であ
る。

44）自営業者への適用、医者、看護婦、美容師、弁護士
に開業の自由とサービス提供の自由が与えられた。

45）詳細は本田（1997） P. 95–96 を参照。

表４　EU加盟国における人の移動に関する諸制度

EU の枠組み内 EU の枠組み外の政府間協力

制度名 労働者の
自由移動

欧州市民権 ビザ政策 司法内務協力 シェンゲン協定5 ダブリン協定

個　別 移動と居住 加盟国市民 難民 域内国境廃止 難民地位審査
政　策

開　　業 地方自治体 麻薬・犯罪
への選挙権

サービス 欧州議会へ ユーロ・ポール
の選挙権
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明記される。ここで、「労働者の移動」から「人の
移動」へと政策理念の進展が見られる46）。
　これらの政策の形成によって生れた人の移動に
関する諸制度をまとめると以下の図のようになる。
　このように欧州規模での人の移動の自由化は長
期にわたって進められてきた。しかし、他の要素
移動に比べると労働移動は実際には増加していな
い。ここでは、労働移動を抑制している要因を３
つのカテゴリーに分類し整理する。

練を含めて多言語という欧州の理念が進められて
いくことと思われる。
　一方で、第１群の問題に関しては、熟考が必要
である。欧州の経済統合の進展は、欧州経済の長
期的な発展を目的としている。この成長が共同体
内に行き渡ることで、所得向上や社会保障制度の
充実、所得再分配政策が可能になる。伝統的に移
民送り出し国であった南イタリアやスペインから
の移動は、これらの成長の恩恵である程度は抑え
られている。
　さらに、経済統合を進める上で、先述のように
EUは地域格差の動向に注目し、地域政策を進めて
いる。構造基金、その中でも欧州地域開発基金
（ERDF）や、結束基金（Cohesion Fund）50）は、
GDP が平均を下回る地域や構造的失業に苦しむ地
域の構造転換を対象に、域内後進国との社会経済
的な結束を図ろうとするものである。また資本移
動や国際貿易による労働移動の代替効果も大きい。
　このように単一市場の形成には、進展の表れで
ある経済格差の縮小や貿易、資本移動の自由化に
よって、労働移動というやはり単一市場形成のた
めの政策の効果を抑制する、という相反する側面
があるといえる。

Ⅴ　まとめ

　本研究ノートは、地域経済と雇用という問題意
識から、関連領域として、経済地理学、空間経済
学から産業集積の議論、そして労働市場の地理的
格差を測る手法に言及し、その調整メカニズムと
して、特に欧州における人の自由移動の政策的系
譜に着目した。それぞれの研究領域の展望という
点で各章をまとめたこともあり、まだこれら関連
領域を組み合わせた結論には至っていない。そこ
で、最後に本研究ノートがどのような示唆をでき
るのか、ならびに今後その示唆をどのように研究
に高めていくのかという点について言及して、ま
とめとしたい。
　貿易、資本の移動自由化、つまり欧州単一市場
の深化によって産業集積が進む可能性は高い。こ
れを考える上で、以下のような表が参考になる。

46）無制限に認めたわけではなく、移動先の加盟国の公
的扶助に頼らなくてすむだけの資産を有していること
などが条件とされた。

47）このような関連政策をまとめたレポートとしては
European Commission（1997）を参照。

48）ニース会議での成果は EU の Web ページ（www.
europa.eu.int）から見ることができる。条約は2001年
１月現在では草稿が掲載されている。

49）欧州の言語年の最新情報は公式ホームページ
（http://www.eurolang2001.org/）を参照。

表５　人の移動の抑制要因

分　類 関連政策47）

第１群　経済統合自体 国民所得の向上
　　　　　が移動を抑制 地域格差解消（地域政策の

効果）
財・資本の移動自由化

第２群　労働移動自由 国民国家の権力基盤
　　　　化への抵抗 労働市場の需給関係をめ

ぐる緊張（移民問題）

第３群　社会的・文化 英語使用への抵抗
　　　　的障壁 域内少数言語の存在

本田（1997）より作成

50）対象国を新規加盟のギリシャ、スペイン、アイルラ
ンド、ポルトガルに対象を限定している。

　第２群の労働移動への抵抗は、70年代後半から
今日までの、移民受け入れに対する反発の高まり
がある。人の移動に関する項目はマーストリヒト
条約においても特定多数決にならず全会一致の原
則のままである。これは2000年12月のニース条約
を経ても変わらず、EU 意思決定の問題でもあ
る48）。
　第３群の問題は、経済統合の問題からは大きく
離れた、社会学的な考察が必要な分野であり、こ
こでは紙面の制約もあり正面から扱わない。2001
年は「欧州の言語年」にあたり49）、教育や職業訓
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　ここで集積力にあがっているものは、マーシャ
ル的な集積の条件である。空間経済学での議論も
この点に集約している。しかし、本研究ノートの
主題である、雇用問題から見たとき、ここには相
反する点が存在している。
　分散力では移動不可能な要素として労働移動を
あげている。これは古典的な経済統合の理論の流
れを受けているといえる51）。しかし集積力で挙げ
られている「知識」「労働市場」は人の持つ属性の
表れでもある。例えば産業特化と地域の熟練労働
者層の存在は明らかに集積力である。
　労働移動に関してもこのような相反が見られた。
人の自由移動をひとつの柱とする経済統合が、所
得や貿易を進めることで、労働移動が抑制される
という皮肉が指摘できる。しかし労働経済学を
ベースに地域経済と雇用を考えたときには、労働
移動を進めることは調整メカニズムの政策的選択
肢として必要不可欠であることも論証されている。
　このような問題を今後研究していくにあたって、
理論、実証それぞれの面から課題を指摘したい。
　まず理論面であるが、人の持つ属性について、
移動性（Mobility）から整理し理解する必要があ
る。性別、人種という属性はその属性を越えて移
動することは不可能である。これに対して、教育、
技術、職種など属性は変えていくことができる。
また変化を余儀なくされるものとして年齢による
属性もある。また言語や家族の有無といった属性
も移動に大きな影響をもっている。
　また移動という概念についても議論が必要であ

る。実質的に人が移動しなくても、人の持つ属性
が移動するケースがある。例えば知識や技術がそ
れであり、これは IT の普及によってさらに進展
していくことが想像できる52）。
　これらの人のモビリティが、果たして資本移動
や産業立地の移動と完全な代替関係にあるのか、
あるいは地理的なものに限定しない「移動」とい
う概念からの新たな理論がありうるのか、今後よ
り一層の研究が必要である。
　同時にこのような理論的考察に並行した形での
統計的資料が必要である。このような人の属性に
関しては、従来性差、年齢による分類がほとんど
で、単純労働か熟練、管理労働者か、という分類
がなされる程度であった。また人の移動自由化に
伴い、国境を越える人のデータが70年代以降取れ
なくなっているという状況もある。移動に関わる
人の属性を明らかにし、それを一定の水準まで理
論化することができれば、政策的インプリケー
ションに富んだ研究が期待できるのではないだろ
うか。本稿がそのような今後の研究に何らかの方
向性を示すことができたならば、それが本研究
ノートの意義とすることができる。
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Abstract

　This research discusses the problem of regional disparities in employment in Europe and surveys
related areas with spatial economics.
　Location and spatial economics raise possibilities that the formation and development of the Single
European Market will agglomerate industries in Europe. On the other hand, regional disparities in
Europe will encourage the mobility of labour to adjust the structural mismatch of employment.
　The free movement of people is one main pillar of European integration, while integration process
itself may restrains its movement. With respect to the regional labour market, the free movement of
people can be at once centripetal and centrifugal forces of industrial location, and can either augment or
reduce the mismatch of employment.
　The authors focus on the attributions and characteristics of people and attempt to analyse the conflict-
ing factors, thereby proposing a frame of reference for future research.
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